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1問 題 提 起
筆者は,こ れまで,会 計研究における意味論的考察の必要性を主張してきた。
かかる主張は,会 計の機能および構造の解明にあたっては,企 業の経済事象に
対する会計固有の認識のあり様を考察す ることが不可欠であるという問題意識
にもとつく。また同時に,会 計情報の様々な機能を考察する所謂会計情報論に
みられるような会計の語用論的考察と,形 式的会計構造論にみられるような会
計の構文論的考察との間のギャップをうめるためにも会計の意味論的考察が必
要であるという問題意識にももとついている11。
意味論的考察 とは,誤 解を恐れず端的にいうとすれば,話 者が他人 に伝達 し
ようとしている対象をどのように認識 し,伝 達すべき記号に変換しているのか
を考察す るアプローチであるといえよう。 したがって,こ のアプローチでは認
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1)山 本 〔1982〕,pp.85～87.
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識 記号化という話者の思考プロセスが重要な考察対象 となる2)。筆者はかか
る観点から,会 計担当者はいかなる会計的思考を通 じて企業の経済事象を認識
し,勘 定記録という記号に変換しているかを考察 し,そ の結果を別稿 におい
て3〕,試 案的な会計的思考モデルとして提示した。本稿はこの試案的な会計的
思考モデルが,会 計計算構造の解明にあたり,ど のように展開されるのかを考
察 しようとするものである。
本稿では,特 に,資 金計算の構造を,会 計的思考モデルに照 らして明 らかに
してみたい。資金計算の構造を採 り上げる理由は,そ れが筆者の提示 した会計
的思考モデルと直裁的に関連 していると思われるか らであり,さ らに重要な理
由は,か かる考察の結果,今 日の会計が担っている第一義的に重要な職能とさ
れる期間損益計算の有している課題がより鮮明な形で提示 しうると思われるか
らである。 したがって本稿は,筆 者が別稿において展望 した会計上の基礎的諸
概念 なかんず く収益,費 用の意味を問うための予備的考察でもある4〕。
II会 計的思考 モデル
別稿において筆者 は,会 計 の2元 的計算構造 を支え る論理 は,因 果的会 計思
考 ではな く,2重 分類的会計思考で あると した。そ してかか る2重 分類的会 計
思考の論理に内在す る経験的構成 として,(1)支 配関係認識能力,(2)発 生時
点 認識能力,(3)資 金的抽象化能力,(4)資 金形態 ・資金 源泉へ の分 類能 力の
4ろ の思考能力 を提示 した5)。
すなわち,(1)お よび(2)の 思考能 力によって認識 され た企 業 の経 済事象
は,(3)の 思考能力によって資金の運動 として把握 され糟(4)の 思考 能力によっ
て 資金運動が資金形態 と資金源泉 とい う相 対立す る2局 面に分類 され,か かる
2)無 論,聞 き手の立場からも意味論的考察は必要である。 しか し筆者はさしあたり会
計測定システムを考察対象としているので,話 者の立場を重視する。山本 〔1982ゴ,
pp.88～89,お よび同稿,注20),p.89参 照。
3)山 本 〔1983〕,特に図2,p.87を 参照。
以下,本 稿中,別 稿とは上記のものをいう。
4)山 本 〔1983〕,p.88.
5)山 本 〔1983〕,第 皿章:会 計的思考モデル,pp.82～87.
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分類 された2局 面の思考 内容が2重 分類的勘定記録 に表象 され るので ある。 そ
の際,資 金運動の方 向(流 入か流出か)は 借方 ・貸方 という記号 を媒介 に表現
され る。
いま,上 記の会計的思考を,そ の形 式面 だけをとり出 し,慣 習的な仕訳形式
で 示せば下 記のよ うにな ろう6)。
(a)資 金の流入
(借 方)資 金 形態xx×
(貸 方)資 金源泉 ×××.
(b)資 金の流 出
(借 方)資 金 源泉 ×××
(貸 方)資 金形 態x× ×
ここで記号化 され た資金形態の局面の有 高は,会 計上資産 として,記 号化 さ
れた資金源泉の局面の有高は会計上負債 ・資本 と して分類 されて いる。 したがっ
て,会 計的記号上で 〔資産 一負債+資 本〕 として定義 され る貸借 対照 表等式 は,
その思考内容において は 〔資金形態=資 金源泉〕 と して観念 され る。
ただ し,本 稿での考察 においては次の2点 に留意 して おかなけれ ばな らな
い。第1に,上 記(a),(b)の 形 式は会計的思考上の形式で あり,記 号化 され
た勘 定記録 その ものの形 式ではない,と い う点であ る。 すなわ ち,記 号化 され
た勘 定記録 は上 記の会 計的思考内容が一定 の会計の構文ルール に従 って記号化
された ものであ り,構 文ルール としての変形規則の適用 を うける場合が あると
いうことであ る。たとえば,変 換取引の変形規 則が その典型 的な例で あ るしη,
また固定資産売却損 益の純額処 理 もその一例 と して挙げ ることがで きよう8㌦
6)杉 本 〔1974〕,p.64,お よび杉本 〔1981〕,p.55参 照。
7)山 本 〔1983〕,pp.81～82参 照。
8)た とえば,簿 価¥100,00θ の備品を¥80,000で 売却し,代 金を現金で受取ったとす
れば,通 常
(現 金)80,000 .(備 品)100,000
(備 品売却損)20,000
と仕訳されるが,総 額的に仕訳すれば
(現 金)80,000(備 品売却収入)80,000
(備 品売却原価)100,000(備 品)100,000
66 商 学 討 究 第34巻 第4号
しかし記号 としての勘定記録の意味を検討するためには,記 号の背後にある思
考内容にまで考察を深めなければならない。
第2に,上 記形式はあくまでも会計的思考の形式的側面を提示 したにすぎず,
その実質的側面は先に掲記 した(1),(2),お よび(3)の 思考能力に依存する
という点である。
今 日の会計は発生主義会計であるといわれる。しかし筆者は別稿において,
少 くとも今 日の会計慣行において,期 中取引にっいては発生主義によって資金
運動を認識 しているのではなく,現 金ないし現金等価物の運動,あ るいは法的
に確実な所有権,債 権の移転により資金運動を認識しているということを指摘
した9〕。これを実現主義あるいは半発生主義とも称することができよう。筆者
はかかる期中取引に関する認識基準を,さ しあたり資金主義 と称 しておくこと
にする。
所謂発生主義と筆者のいう資金主義 との基本的相違は,発 生主義が期末決算
において期間損益計算の立場から期中の資金運動に対 して修正を求めるのに対
して,資 金主義は期中取引の認識基準であり,取 引発生時点において資金運動
の方向,分 類局面,そ してその量(金 額)を 認識す ることを要請する。
たとえば,発 生主義会計の発現形態であるとされる減価償却や引当金はその
発生時点ではなく,会 計期間単位で認識される。また経過勘定(た とえば前払
保険料a/c)が 決算翌日付で(保 険料a/c)振 戻されるという会計慣行は資金
主義の一側面としてみることもできよう。
発生主義 と資金主義 との関係を前掲(i),(2),お よび(3)の 思考能力の側
面から解明することは,期 間損益計算の実質的側面を考察する重要な契機 とな
る。しかし本稿では,さ しあたり,前 掲(a),(b)で 示された会計的思考の形
式的側面から現在の会計構造の基底にある思考を探る。その手がかりとして資
金計算の構造の特質を検討 しようとしているのである。
となろう。後者の方法こそが,会 計的思考内容(a),(b)を 直接的に記号化 した仕
訳に相当する。
9)山 本 〔1983〕,pp.84～85参 照。
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すなわち,資 金計算構造の特質の検討から,〔資金形態=資 金源泉〕という
2元 的計算構造の基底にあるであろう会計構造の全般的特質を抽出し,そ れと
の関連か ら期間損益計算の特質を考察する手がかりをうることが次章以下の課
題である。
III資 金計算の構造
1資 金 計 算 の 成 立
周 知 の よ う に,ア メ リカ に お け る 資 金 計 算 書 は 比 較 貸 借 対 照 表 の 分 析 手 段 と
し て 展 開 さ れ,そ の 原 初 的 形 態 は 今 世 紀 初 頭W.M.Coleに よ っ て 紹 介 さ
れ た"Wheregot(orReceiptsorCredits),Wheregone(or耳xpendi-
turesorDebits)"表に 遡 る こ と が で き る と さ れ て い る10〕。 こ の 計 算 表 は 貸
借 対 照 表 の 期 中 変 動 額 が,何 か(something)王Dが使 わ れ た こ と を 示 す 項 目
(Wheregone)と,何か が 得 ら れ た こ と を 示 す 項 目(Wheregot)と に 解 釈 し う
る こ と を 示 し た も の で あ る 。 しか しColeは そ の 何 か を 明 確 に す る こ と は な
く,し た が って,こ の 計 算 表 は あ く ま で も比 較 貸 借 対 照 表 の 解 釈 手 段 に と ど ま っ
た も の と い え よ う。 し か しColeは,か か る 計 算 表 は 支 払 能 力 の 変 動 を 読 み
と る う え で 有 効 で あ る こ と を 指 摘 して い る 。 な ぜ な ら,こ の 計 算 表 は,支 払 手
段 と して 有 効 な 資 産 と そ う で な い 資 産 と の 転 換 関 係,お よ び 強 制 力 の 強 い 負 債
と そ うで な い 負 債 と の 転 換 関 係 を 示 す も の だ か ら で あ る12)。
す な わ ち,ア メ リ カ に お い て は 当 初 よ り 支 払 能 力 の 判 断 資 料 と し て 資 金 計 算
10)CQIe〔igG8〕,p.工OI.彼に よれ ば5年 程 前 よ り複 数 の 鉄 道 会 社 が"Summary
ofFinancialTransactionsfortheYear"とい う タ イ トル で こ の 種 の もの
を 提 示 して い た と い う(Cole〔1908〕,p.102.)。
ま たK.K銭ferに よ れ ば,資 金 計 算 書 の原 初 的 形 態 は さ ら に 遡 っ てGreene
〔1897〕の"summarybfchangesinthepositionofthecompany"(Greene
〔1897〕,p.11D,す な わ ち"Expenditures:forwhatpurposeincurred,
Resources:whencederjved"表(Greene〔1897〕,p。1iO.)にみ られ る とい うσ
Kafer〔1967〕,s.6,訳 書,p.『15.
な お ア メ リカ に お け る資 金 計 算 書 の 発 展 につ い て は,染 谷 〔1960〕,pp.37～63,
K琶fer〔1967〕,ss.3～15,訳書 pp。11～29参 照 。
11)Cole〔1908〕,P.97.
12〕Cole〔1908〕,P.102.
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書 が出現す る契機を有 していた といえよ う。かか る思考の もとに展開 され る今
日的意 味 で の資金 計算 書 はH。A.Finneyに よ り紹介 され た とされ る。 す
なわち,Finneyは1921年 度 のCPA試 験 問題 の一 つ(問 題2)と して提 出
された"Statementbfresourcesandtheirapplications"の作成 問題 に対
す る解答 を7舵Jo研 παZo/Acc側 厩απcッ誌上に発表 ぴ3〕,そ の後1923年 に
公 刊 され た著 書Pr`πC`pZθSO∫ACCO槻``πgl4)で それ を展開 した ので あ る。
それが今 日的意味で の資金計算書の最初の形態 である とされ る。
すなわ ち,F{nnθyは,ま ず 第1に,比 較貸借 対照 表諸 項 目の変動 額 の う
ち,減 価償却,貸 倒 引当額,評 価損益,振 替記入 など企業外部 との間 の直接取
引に依 らない変動額 を意識 し,こ れ らを計算 か ら排 除 したのである。 この こと
はColeの 表 に は ほ とん ど意 識 され て い な い。 第2にGoleに よ り何 か
(something)と 称 されていた ものを,資 金(funds)と 称 し,資 金計算 を資金
それ 自体の増減を集計す る表 と,資 金 が増加 した原因(調 達)と 資金が減少 し
た原 因(運 用)と を集計 す る表 に2分 したので ある。前者 が今 日所謂資金明
細 表 と称 され る計算表で あり,後 者が 所謂 資金 運用 表 と称 され る計算 表 であ
る。 彼 は各 々 そ れ らを"ScheduleofWorkigCapital","Statementof
ApplicationofFunds"と称 して いる15}。 そ して これ らの計算 は比 較貸借 対
照 表諸項 目の変動額(変 動貸借対照 表)よ り精 算 表(WorkingPapers)上で
な され る。
その後,fundsと いう用語 に関す る論争 もあ るが16},し か しここにおいて ア
メ リカにお ける資金計算の形式的構造はほぼ出来上 って い るとみてよいで あろ
う。 すなわ ち比較貸借対照表よ り非資金 取引を修正除去 し,一一方 では資金 それ
13)Finney〔1921〕.な お試験問題は"Statementofresourcesandapplic訂tions"
の作成を要求するものであったが,Finneyは それを"StatementofAppli-
cationofFunds"と 称して解答した。
14)Finney〔1923〕,chs.25,26.な お同書は各章毎にp.1よ り始まり,連 続ペー
ジ数は付されていない。
15)Finrley〔1923〕,ch.25.
16)染 谷 〔1960〕,pp.46～62参 照。なお染谷教授はアメリカにおけるfundsの 用例
を検討し,4つ の資金概念を挙げ,そ の各々について資金運用表の存在を認めてい
る。すなわち下記のとおりである。染谷 〔1960〕,p.24.
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自体の増減を明らかにす る資金明細表を,他 方では資金の増減をもたらした原
因ないし源泉を明らかにする資金運用表を作成するという構造である。
しか し論点は,か かる資金計算の構造が,会 計の基本構造 とは独立な,あ く
までも支払能力判断資料としてのひとっの分析的手法にとどまるのか,あ るい
はより本質的に,〔資金形態=資 金源泉〕』という会計の2元 的計算構造に密接
に結びっきうるものなのか,と いう点である。 もし後者の問題提起が妥当性を
有 しうるならば,筆 者の提示 した会計的思考モデルに照 らし,資 金計算構造の
特質が明らかにされうるはずである。
そこで次節では,単 純な仮設例により資金計算の具体的構造を提示 し,上 記
の問題を検討してみることにする。
2単 純な仮設例による資金計算書の作成
資金運用表の作成については大別 して2つ の方法がある。第1の 方法は当期
純利益より出発 し,こ れに減価償却費その他の非資金費用を加えて資金源泉と
して示す方法である。第2の 方法は当期純利益の明細を損益計算書より掲記 し,
それより非資金損益を除去 し,そ の他の資金取引を加えて,収 益側を資金源泉,
費用側を資金運用として表示 しようとす るものである。
第1の 方法はJ。N.MyerやP.Masonも指摘す るように,減 価償却や
非資金損失が資金の調達源泉であるかのような誤解を与え171,資 金の調達と運
用 という用語の意味上の混乱をもたらす恐れがある。 したがって本稿では第2
(広 義)(狭 義)
現金資金運用表
資金運用表 支払資金運用表
当座資金運用表
運転資金運用表
また中村萬次教授は企業資金という概念 も成立するとして,資 金概念を現金資金,
運転資金,企 業資金に分類 して議論を展開している。中村 〔1959〕,pp.6～10.
筆者は本稿の目的か らして企業資金概念 も成立するものと考える。
17)Myer〔 董969〕,thefallaciousfixedassetreplacementfundtheory,pp.
113～114.
Masonは 第1の 方法によって作成される資金運用表が一般的用途に適している
とするが,減 価償却やその他の修正項目が資金の調達源泉であるとの印象を与えな
いよう充分な注意が必要であるとしている。Mason〔1961〕,p.90.
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の方法を用いて資金運用表を作成す る。
また通常の資金計算では配当等の剰余金処分も計算対象とするが,本 稿では
これ らを計算対象 としない。なぜなら,資 金計算の特質を解明 し損益計算の特質
を探 るという本稿の目的からは剰余金処分取引を計算対象に含めないほうが望
ましいし,ま た資金計算の(本 稿で考察 しようとしている)特 質には変 りがな
いと思われるか らである。
さて,仮 設企業の期首貸借対照表は表1の ようであり,期 中取引および決算
取引は資料1の ようであったとする。
表1期 首 貸 借 対 照 表
期 首 貸 借 対 照 表
現 金
商 品
備 品
10
100
100
資 本 金 210
210 匝
資料1
期中取引
(1}原 価¥70の 商品を¥100で 売上げ,代 金は現金で受取った。
② 商品¥90を 現金で仕入れた。
(3)事 業主が私用のため資本金¥20を 現金で引出した。
(4}信 用金庫より現金¥30を 借入れた。
(5)備 品(簿 価¥30)を¥28で 売却 し,代 金は現金で受取った。
〔6)営 業経費¥20を 現金で支払った。
決算整理 ・
(7)備 品減価償却¥7。
期首貸借対照表および資料1よ り,期 末貸借対照表および損益計算書を作成
すると表2の ようになる。
さて,表1で 示された期首貸借対照表,お よび表2で 示された期末貸借対照
表,損 益計算書より,精 算表を通 じて,資 金明細表と資金運用表を作成してみ
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表2期 末貸借対照表および損益計算書
期 末 貸 借 対 照 表
現
商
備
金
品
品
38
120
63
借 入 金
資 本 金
当 期 純 利 益
30
正90
1
221 221
損 益 計 算 書
売 上 原 価 70 売 上 100
営 業 経 費 20
減 価 償 却 費 7
備 品 売 却 損 2
当 期 純 利 益 1
100 100
よう。 さしあたり,運 転資金概念に従って計算を行うものとする。いうまでも
な く運転資金(運 転資本lWorkingCapita1)と は流動資産 と流動負債 との
差額であるが18},こ の仮設例では借入金は固定負債とみな し,し たがって運転
資金の内容は現金 と商品であるとする。
精算表は表3に,資 金明細表および資金運用表は表4に 示されている。
精算表上の非資金取引修正の内容は下記のとおりである、
(a)当 期純利益(¥1)は 重複するので相殺す る。
(b)減 価償却費(¥7)は 資金流出を伴わないので振戻す。
(c)備 品売却損(¥2)は 資金流出を伴わないので振戻す。
以上,単 純な仮設例をもって資金計算の具体的構造を示したわけだが,こ こ
で資金明細表と資金運用表の特質を,筆 者が提示 した会計的思考モデルにした
がって検討 してみよう。
まず,資 金明細表は運転資金の内容として定義された現金および商品の変動
額を示 している。筆者の観点からすれば現金も商品もいずれ も資金形態の局面
を表象す る勘定である。 したがって,す くなくとも本仮設例においては,資 金
明細表は運転資金 として定義 された資金の資金形態の局面の変動集計表である
18)た とえば,Kohler〔1975〕,workingcapital,pp.495～496参 照。
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表3資 金 精 算 表
運 転 資 金 精 算 書
期中変動額 非資金取引修正 資金明細表 資金運用表
(貸借対照表)
借方 貸方 借方 貸方 増 減 運用 調達
現 金 28 28
商 品
備 品
20
37朧 20
借 入 金 30 (ロ)30
資 本 金 20 (べ20
当 期 純 利 益 1 {a)1
68 68
(損益計算書)
売 上 100 100
売 上 原 価 70 70
営 業 経 費 20 20
減 価 償 却 費 7 {b)7
備 品 売 却 損 2 {c)2
当 期 純 利 益 1 (a)1
100 100
備品売却収入 (イ)28 28
借 入 金 収 入 (ロ}30 30
資本金払戻 し {ノ→20 20
88 88
運転資金増加 48 48
48 48 158 158
という特質を有 している。
つぎに資金運用表の特質を検討 してみよう。まず売上¥100は,売 上 という
取引により流入した現金形態の資金の資金源泉の局面を表わ している。 これを
会計的思考モデルに照らして仕訳形式で示せぱ次のようになろう。
(a)資 金の流入
現金(資 金形態)100
売上(資 金源泉)100
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表4運 転 資 金 計 算
運 転 資 金 明 細 表
(増 加)
現
商
金
品
28
20
(減 少)
運転資金増加額 48
48 48
運 転 資 金 運 用 表
(運 用) (調 達)
売 上 原 価 70 売 上 収 入 100
営 業 経 費 20 備品売却 収入 28
資 本 金 払 戻 20 借 入 金 収 入 30
運転資金増加額 48
158 158
また売上原価は売上という取引によって流出した商品形態の資金の資金流出
原因ない し資金源泉の局面を示 している。同様に仕訳形式で示せば次のように
なろう。馳
(b)資 金の流出
売上原価(資 金源泉)70
商品(資 金形態)70
営業費用もまた資金流出(形 態として現金)の 原因ない し源泉の局面を表わ
している。借入金もまた資金流入(形 態として現金)の 資金源泉の局面を表わ
している。資本金の払戻 しもまた資金流出(形 態 として現金)に 対する資金源
泉の局面を表わしている。
つぎに備品売却収入であるが,こ れもまた資金源泉の局面を表わしているとい
えるであろうか。通常,固 定資産の減少は運転資金の増加をもた らすといわれる。
つまり固定資産が運転資金として回収 されたという意味であろう。 しか し事実
ははたしてそうであろうか。本仮設例では備品の減少額(減 価償却振戻後)は,
¥28で はなく¥30で ある。 もし固定資産の減少から運転資金の増加がもたらさ
れるのであれば調達額は¥30で なければならない。すなわち,¥28は 躍定資産
の減少か らもたらされたのではなく,固 定資産売却取引における資金流入(形
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態として現金)の 資金源泉の局面を表わ しているのである。
資金計算においては,資 金流出(形 態として備品)と 資金流入(形 態として
現金)と を別個の事実として認識する。そして運転資金計算においては,運 転
資金(こ の場合は形態として現金)の 変動をもたらす資金源泉の局面のみを認
識するのである6こ れを仕訳形式で示せば次のようになろう。
(a)資 金の流入
現金(資 金形態)28
備品売却収入(資 金源泉)28
(b)資 金流出
備品売却原価(資 金源泉)30
備品(資 金形態)30
運転資金計算においては,(b)の 資金流出は運転資金 と無関連であるから認
識 されない。
かくして資金運用表は資金として定義された資金源泉の局面の変動集計表で
あるといえよう。
本仮設例の検討か ら,資 金明細表は資金形態の局面の変動集計表であり,資
金運用表は資金源泉の局面の変動集計表であるという,筆 者の観点か らすれば,
きわめて重要な事実を帰納することができた。
無論,上 記の事実は,本 仮設例がたまたま流動負債がないために,資 金運用
表が資金源泉の局面における変動集計表であるとしても,資 金明細表は資金形
態の局面の変動集計表であるという特質が普遍妥当性をもたないことを承知 し
ている。なぜな ら流動負債は,筆 者の観点からすれば,資 金源泉の一部である
が,運 転資金の消極的構成項目であるか ら,そ の変動は資金明細表に表示 され
るか らである。 しか し上記の問題は資金それ自体をいかに把握す るかの問題に
関連 しており,そ の検討は別の機会に譲ることとす る。
本稿にとって重要な問題は,本 仮設例で帰納 された事実がたんに資金計算と
いう特殊な計算構造にのみ妥当する特質なのか,あ るいは会計の基本的構造に.
密接にかかわっている特質なのかという点である。筆者は上記の特質は会計の
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2元 的計算構造に密接に関連するものと考える。そこで次節では,上 記の特質
を会計計算構造の全体にまで展開 してみよう6
3資 金計算構造の特質と会計的思考
もし資金計算構造が資金形態の局面の変動集計と資金源泉の局面の変動集計
であるとすれば,資 金計算は資金形態の局面と資金源泉の局面との2面 的計算
を行っているのであり,し たがって全ての取引は資金形態の局面と資金源泉の
局面とに把握 されることを要求する。上記の要求は,ま さに筆者が会計的思考
モデルで提示 したことと一致する。 したがって,筆 者の観点からす るならば,
資金計算の特質は会計の基本的構造に深 く根ざしているものといわなければな
らない。
そこで本節では,前 節の仮説例か ら会計の基本構造をなすものとして,資 金
計算の構造を提示 してみたい。まず仮設例における期中取引を,会 計的思考モ
デルにしたがって,仕 訳形式で示 してみよう。
(1)-1資 金の流入
(1)
(2)
現金(葺 金形態)100
売上(資 金源泉)
-2資 金の流出
売上原価(資 金源泉)70
商品(資 金形態)
-1資 金の流入
商品(資 金形態)90
仕入原価(資 金源泉)
(2)-2資 金の流出
仕入(資 金源泉)畠90
現金(資 金形態)
(3)資 金の流出
資本金(資 金源泉)20
現金(資 金形態)
100
70
90
90
20
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(4)
(5)
(5)
(6)
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資金の流入
現金(資 金形態)30
借入金(資 金源泉)
-1資 金の流入
現金(資 金形態)28
備品売却収入(資 金源泉)
-2資 金の流出
備品売却原価(資 金源泉)30
備品(資 金形態)
資金の流出
営業経費(資 金源泉)22
現金(資 金形態)
30
28
30
20
上記の仕訳形式による会計的思考内容の表示のうち,注 意すべ きは(2)の
仕入取引であろう。 これは(2)-1に おいて何 らかの資金源泉か ら商品が調達
され,(2)-2に おいて現金をその資金源泉の支払いのために充当 したことを
表わ している。つまり仕入原価は商品の調達面における資金源泉であり,仕 入
は現金の運用面における資金源泉であるエ9)。慣行的な会計処理では仕入益を認
識 しないため相殺規則が適用され,仕 入 と仕入原価は相殺 される。 しか し商品
の調達と支払いとの間に相当のタイムラグがある場合には,買 掛金 という仕入
先より信用供与された資金源泉を表す項目が顕在化する。その場合,買 掛金と
いう資金源泉か ら商品が調達され,買 掛金の支払いのために現金が運用された
と解釈される。
しかし本稿の例示では買掛金は存在 しないのであるから,資 金源泉を仕入と
仕入原価 という名称にした。佐藤宗弥教授は両者を仕入という名称で一本化 し
ているが20),筆 者は資金の調達面における資金源泉と資金の運用面における資
19)佐 藤 宗 弥 教 授 も,資 金 フ ロー の 見 地 か らは,仕 入 取 引 は上 記 の よ うに解 さ れ る こ と
を 指 摘 して い る。 佐 藤 〔1980〕,pp。40～44.
20)佐 藤 〔1980〕,p.40,
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金源泉とを区別 し,両 者を相殺 しない目的から別の名称を付 して区別した。
上記の取引は仕入取引ではあるが,会 計的思考モデルからみるならば,資 金
の流入と充出が同時に生起しているという点で売上取引と同型である。逆説的
ではあるが,売 上取引を商品で現金を仕入れたとみることもできるし,ま た仕
入取引を商品で現金を売上げたともみることができるのである。
さて,以 上の会計的思考モデルより直接的に記号化された仕訳より資金計算
を行 ってみよう。
筆者は,前 章で,期 中取引は筆者のいう資金主義で認識されるということを
述べた。いまこの資金主義にいう資金を,さ しあたり,(1)現 金資金,(2)流
動資産資金,お よび(3)企 業資産資金に区別す ることにしよう。すなわち,
本仮設例においては,(1)現 金資金の内容は現金であり,(2)流 動資産資金の
内容は現金および商品であり,(3)企 業資産資金の内容は現金,商 品および備
品である。そして,資 金主義とは,資 金 として定義された内容の変動のみを取
引として認識する認識基準であるとする。
上記のように資金をもっぱら資金形態の側か らのみ定義 したのは,資 金計算
構造を会計的思考モデルの立場か ら純化するためである。
さて,現 金資金の立場にたつ資金主義のもとで認識 され る取引は,(1)-1,
(2)-2,(3),(4),(5)-1,(6)である。これら・取引を資金形態の局面,お よ
び資金源泉の局面から各々集計すれば,表5で 示される現金資金明細表と現金
資金運用表とが作成される。
次に流動資産資金の立場にたっ資金主義のもとで認識される取引は(1)-1,
(1)-2,(2)-1,(2)-2,(3),(4),(5)-1,(6)である。これ ら取引より,
同様に,流 動資産資金明細表および流動資産資金運用表を作成すれば表6の と
おりである。
企業資産資金の立場にたつ資金主義のもとでは期中取引は全て認識 される。
同様に,企 業資産資金明細表および企業資産資金運用表を作嘆すれば表7の と
おりとなる。
以上のように,あ る一定の資金主義にもとついて取引を認識し,会 計的思考
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表5現 金 資 金 計 算
現 金 資 金 明 細 表
(増 加) (減 少)
(1ト1現 金 100 〔2}-2現 金 90
(4}現 金 30 (3)現 金 20
(5)-1現 金 28 (6)現 金 20
現金増加額 28
158 158
現 金 資 金 運 用 表
(運 用)
{2)-2仕 入 支 出
??? ?
資本金払戻
営業費支払
現金増加額
??? 」??
158
(調 達)
(1}-1売 上 収 入
〔4)借 入金収入
(5)-1備 品売却収入
100
30
28
158
表6流 動 資 産 資 金 計 算
流動資産資金明 細 表
(増 加) (減 少)
(1)-1現 金 100(1}-2商 品 70
(21-1商 品 90 12ト2現 金 90
{4}現 金 30 {3}現 金 20
{5)-1現 金 28 {6}現 金 20
流動資産資金増加額 48
248 248
流動資産 資金運 用表
(運 用) 7 (調 達)
'
(1)-2売上 原 価 70 {1)-1売上 収 入 100
(2ト2 仕入支 出 90 {2)-1仕入原 価 90
(3) 資本金払戻 20 (4) 借入金収入 30
〔6) 営業 経 費 20 樹 一1備 品売却収入 28
流動資産資金増加額 48
248 248
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表7企 業 資 産 資 金 計 算
企業資産資金明細表
(増 加) 《減 少)
〔1)-1 現 金 100 {1)-2商
'品
70
{2〕-1 商 品 90 {2)-2現 金 90
〔4) 現 金 30 {3}現 金 20
{5}-1現 金 28 (5ト2備 品 30
(6〕 現 金 20
企業資産資金増加額 18
248 248
企業資産資金運用表
(運 用) (調 達)
111-2売 上 原 価 70 lD-1売 上 収 入 工00
(21-2仕 入 支 出 90 (2)-1仕 入 原 価 90
(3}資 本金払戻 20 (4}借 入金収入 30
㈲ 一2備 品売却原価 30 {5}-1備 品売却収入 28
(61営 業 経 費 20
企業資産資金増加額 18
248 248
モデルにもとついて取引を資金形態と資金源泉とに分類 し,記 号化するという
会計の基本的システムにおいては,資 金形態の局面の計算表 としての資金明細
表と,資 金源泉の局面の計算表としての資金運用表は自動的に作成される。
ただし本節で作成した資金計算書は,前 節で作成 した資金計算書とは下記の
2点 で異なっている。すなわち,第1に,本 節で作成 した資金計算書は原始仕
訳記録(た だ し会計的思考内容を直接的に記号化 した仕訳)よ り作成 したため
仕訳集計表になっている点である。 しかしこれらを項 目別に整理 ・集計するこ
とは容易である。第2に,本 節で作成 した資金計算書は各項 目の正味増減高
(変動額)で はなく総増減高(運 動額)を 示 しているという点である。
しかし上記のような相違があるとしても資金計算の基本的な特質は変ってい
ない。すなわち,資 金明細表は資金形態の局面の計算表であり,資 金運用表は
資金形態の局面の計算表であるという特質である、 この関係を図示するとすれ
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図1資 金 計 算 の 構 造
資 金 明 細 表 資 金 運 用 表
(増 加)(減 少)(運 用)
調達によって流 運用によって流(流 出)運 用の原因とな
入した資金形態 出した資金形態 る資金源泉
(調 達)
調達面における
資金源泉一
ば図1の ようになろう。
すなわち,筆 者が会計的思考モデルとして提示 した形式を,会 計等式として
示せば下記のようになる。
資金形態の局面から把えた資金運動(A)
≡ 資金源泉の局面から把えた資金運動(B)
ここで資金形態の局面をA,資 金源泉の局面をB,そ して各 々の増加,減 少
を上ッキの+,一 で表すと,取 引要素ほ下記の4っ の組合せパターンとなる。
①A+=B+(a)資 金の流入
②A+=A一
③B噂=A-(b)資 金の流出
④B『=B+
ここで資金取引たる資金流入にっいては①が,資 金流出にっいては③が対応
する。 したがって,い ま①,③ のパターンをT勘 定形式で整理すれば,
資 金 形 態 資 金 源 泉
丁 「=流 出∫二「「
L__一____」 、
となり,図1と 対応する。
②,④ のパターンは交換取引の変形規則を通 じて変形 されたパターンであり,
その思考内容は,①,③ の組合せか ら成 っている。すなわち,①,'③ が前章
(a),(b)で 示 した会計的思考の基本形式にほかならないのであり,し たがって
認識された全ての取引は基本形式たる①,③ に還元される。それゆえ会計の基
本的システムは図1で 示 した資金計算の構造として提示 しうるのである。
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か くして,会 計的思考モデルより直接的に展開される会計の基本 システムは,
期間損益計算構造ではなく,本 稿で提示 したところの資金計算構造であるとい
いうる。 このことは期間損益計算を会計の一元的目的 とする見解か らするなら
ばきわめて奇妙な見解と映るかもしれない。 しかし会計計算構造の解明にあた
り,企 業の会計システムの最終産物 としての貸借対照表 と損益計算書のみに注
目す るのではな く,会 計システムの全体を考察対象とするのであれば,上 述 し
た見解は必ずしも非現実的であるとは思われないのである。
たとえば会計システムを構成するサブシステムとしての商品有高帳システム
や仕入先元帳システム,あ るいは得意先元帳 システムはもっぱら期間損益計算
という一元的目的のために構成 されているのであろうか。筆者は,む しろ,そ
うしたサブシステムは商品の出入り,買 掛金の増減 あるいは売掛金の増減を
貨幣金額的な観点,換 言すれば資金的な観点か ら把握管理するという目的こそ
が第一義的な目的として構成されていると考えるのである。
たとえば,故 片野一郎教授は複式簿記の基本的原理を,『〔貨幣形態計算=貨
幣原因計算〕 という2元 的計算のもとに財産管理を図る会計責任解明機能に求
めている21)。すなわち三事実についての報告(貨 幣形態計算)と,そ の事実が
生 じた事由(貨 幣原因計算)の 報告とが相まって会計責任が遂行されるという
のである。また,L.Heathは 資金計算書の機能は,も っぱら支払能力の判
断資料としての役割にあるのではなく,企 業活動と資金フローを関連づけると
ころにある,と している22)。
すなわち,会 計の基本 システムは,企 業活動を利益フローとして把握する前
に,資 金フローとして把握 し,管 理するところにその基本的機能があるのでは
ないかと考えるのである。
21)片 野 〔1977〕,第2章:複 式簿記の原理と機構,pp.29～66.な お片野教授の上記
の構想はすでに1943年に発想されている。片野 〔1977〕,p.66の注。
22)Heathは 従来の運転資金概念にもとついた資金運用表は,企 業活動と利益および
財政状態の変動との関係について広範な混乱を生じさせた一要因であるとし,資金
フローと企業活動を関係づけるという観点から,現 金収支計算書,財 務活動計算書,
投資活動計算書という3つ の計算書を提案している。Heath〔1978〕,p.135,訳
書,P.169.
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いうまでもなく,今 日の会計は資金運動として把握しうる全ての企業活動を
認識対象としている。本節では3っ の資金主義にもとつ く資金計算を提示 した
が,会 計の基本 システムとしそは,さ しあたり,企 業資産資金にもとつ く資金
計算をその原型として観念することできよう。
そこで次章では,本 章で提示 した資金計算構造と期間損益計算との関連を検
討 し,期 間損益計算の特質および課題を若干考察 してみたい。
IV資 金計算と損益計算 との関連
資金計算 の理論 的,実 証 的研究 を行 ったH.Antonは,今 日の 会計構 造
は利益計算 志 向(lncomeOrientation)23〕 で あ り,そ の計 算体 系 は きわめて
多 くの価値判 断によって支 え られて いることを指摘 して い る。Antonは 次 の
よ うにのべ る。
「会 計 にお け る基本 的 な複式 簿記 システ ムはPaciolo(1494)の 時 代か
らほとんど変 って いない。 その技術的構造はよ く知 られ ている し,ま た確
固 と した ものであ る。 しか しあまり知 られていないが,よ り重要 な ことは,
会計 には高度の価値 判断が含 まれてい るとい う事実であ る。」24}
その価値判断は,会 計担 当者が企業家やその他 の人 々に何 を知 らせ よ うとし
てい るか に依存 してな され るのであ り25),現 在で はそれが利益で あるというの
であ る。 しか し,か か る価値判 断は独善 的になされ るもので はな い。
「も し 〔利益 〕計算が"判 断の行使"に もとづき,そ して 全て の人 々 に有
用で あろ うとす るな らば,代 表的 グル ープに一般 に認め られたのであ らね
ば な らない。」26)
す なわ ち,価 値判断 は会計の利害関係者間の合意 を うる ものであ らねばな ら
ず,か か る合意を うるような価値判断の指針 として 「一般 に認 め られた会計原
則」(GAAP)が 存在 す る。 そ してGAAPは 会 計 上 の公 準(pQstulates)
23)Anton〔1962〕,p.20.
24)Anton〔1962〕,p.19.
25)Anton〔1962〕,p.20.
26)Anton〔1962〕,P.20.
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に支持されていなくてはならないとする2η。 したがって,会 計上の公準は,会
計担当者が利益計算のために行使する価値判断のもっとも基礎的前提であると
いいうるであろう。
Antonは 上記のような認識にもとづき,(1)貨 幣評価の公準,(2)企 業継
続性の公準,(3)実 現主義の公準を採 り上げ,そ れら公準が,基 本的に,利 益
計算のための会計公準であり,必 ず しも資金計算のために不可欠な基礎的前提
ではないことを指摘 しているのである。
まず貨幣評価の公準であるが,こ の公準は,会 計は共通尺度としての貨幣単
位で企業の経済事象を認識 し,測 定 しているという意味では,期 間損益計算の
みならず,資 金計算においても共通の基礎的前提である。 しか し,こ の公準が,
貨幣単位は通時的にも共通尺度であることを含意 しているならば,主 として期
間損益計算のための基礎的前提であるといえよう。なぜならば,上 記前提を是
認 しない限り,物 価上昇時における利益計算は欠陥を有することになるからで
ある。すなわち,上 記前提を是認 しない限り,物 価上昇時においては,営 業か
ら稼得された利益と貨幣価値変動から生じた利益とを区別す るという問題が生
ず る%}。またたとえ資産を再評価 したとしても,そ の再評価差額が資本か利益
かを判断す ることは,期 間損益計算上,き わめて重要な問題となる。 しかし,
資金計算上,か かる物価上昇時における架空利益の計上,あ るいは再評価差額
の処理 という問題はさほど重要ではない29〕。
第2に 企業継続性の公準であるが,こ の公準は,期 間損益計算の立場から,
継続的な企業活動の流れを会計期間に区分することを要求する。すなわち,期
間損益計算の立場か ら,多 くの現実的結が りをもっ企業活動が見越し,繰 延べ
の手続きを通 じて切断されて しまうことになる301。資金計算においても,そ れ
がフロー計算である以上,期 間区分は必要であるが,現 実的結がりをもつ活動
27)Anton〔1962〕,p.20.
28)Anton〔1962〕,p.21。
29)た だ し,資 金 概 念 が 現 金 か ら離 れ る に したが って 問 題 が 生 ず る と,Antonは 指 摘
して い る。Anton〔1962〕,p.21.
30)Anton〔1961〕,p.21.
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を切断することは要請されない。
第3に 実現主義の公準は,利 益は交換を通 じての実現がなければ認識されえ
ないことを要請する。 この要請は,所 得は 「資本,労 働,あ るいは両者の結合
から引出された(derived)利 得(gain)」31,を 意味す るという判例法上の要求
で もある。 ここに引出されたという意味は交換によって資本とは異なる形態の
資産が獲得されたということを意味する。 したがって,こ の公準は資本 と利益
の区別をさらに資産形態面で制約するものといえよう。 しが し資金計算におい
ては資本 と利益の厳密な区別はさほど重要ではない。
以上のようにAntonは 会計公準の検討か ら期間損益計算 と資金計算 との
相違を明らかにしているのであるが,そ の基本的論点をまとめると,期 間損益
計算においては(1)資 本と利益の区別,(2)利 益の期間配分 という2っ の課
題に対 して会計上の判断が重要であり,会 計公準はその判断の拠所を与えてい
るということであろう。すなわち,貨 幣評価の公準は(1)の 課題に対 して,
企業継続性の公準は(2)の 課題に対 して,実 現主義の公準は(1)と(2)の
双方 の課題に対 して,会 計上の判断を行使する際の基礎的前提となるというこ
とであろう。
筆者は,前 章で示した資金計算構造が会計の基本システムであるとするなら
ば,計 算構造の側面か らも上記2っ の期間損益計算の課題を明示的に提示 しう
ると考える。
会計の基本システムにおいて認識 されうるのはもっぱら資金運動であり,収
益 ・費用あるいは利益フローなる実体は存在 しないし,ま た認識されない。か
かる観点からすると,収 益 ・費用とは資金運動の資金源泉の局面を一定の機能
的観点から人為的に意義づけた概念装置であるといえよう。 しかし,収 益 ・費
用が機能的概念装置であるとして も,そ れが資金運動の資金源泉の局面を表象
している以上,そ の計算操作は資金の維持,分 配という現実的操作に直接,間
接の影響を与える。 ここに利益計算の現実的機能があると考える。
以上の認識を前提とすれば,(1)資 本 と利益の区別 とは資金流入にともなう
31)Anton〔1961〕,p.22。
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資金源泉の局面か ら収益を,資 金流出にともなう資金源泉の局面か ら費用を,
一定の機能的観点か ら,判 断,抽 出する課題であるといえよう。会計的記号上
に定義された用語を用いれば,資 金流入にともなう資金源泉の局面には収益の
ほかに負債,資 本の増加がある。また資金流出にともなう資金源泉の局面には
費用のほかに負債,資 本の減少がある。 したがって,会 計的記号上の用語を用
いて,も っぱ ら形式的にいうとすれば,資 本 と利益の区別とは,負 債 ・資本の
増加 と収益 とを区別するとともに,負 債 ・資本の減少 と費用 とを区別す るとい
うことになろう。 しか し上記の言明はあ くまでも会計的記号上のひとつの定義
であり,そ の思考内容は,資 金運動の一局面の機能的区別を意味していること
に留意 しなければならない。
第(2)の 課題は,(1)に よって判断,抽 出された収益,費 用を期間損益計
算の立場から適正に期間配分す るという課題であり,そ のために,見 越し,繰
延べなどの計算,減 価償却などの原価の期間配分,さ らには引当経理や繰延経
理などの会計上の様々な判断,見 積 りが要求される。すなわち,期 中に認識 さ
れた資金運動に対 し発生主義的修正が為されるのである。 しかしいわゆる見越
し,繰 延べ計算によって現われる経過勘定が決算翌日付けで振戻されるという
会計慣行は,発 生主義による決算終了後,再 び資金主義に回帰させる意図をもっ
て為されるものと考え られよう。
以上,期 間損益計算の(1),(2)の 課題を会計の基本システムたる資金計算
の構造か らみると図2の ように示すことができよう。
・すなわち,資 金計算の資金源泉の局面において,太 線で示されたように負債 ・
図2期 間損益計算の課題
資金源泉集計表(資金運用表) 〈会計的記号〉〈会計的記号〉
負債 ・資本
の減少
費用
(運用) (調 達)
3
ω擁評
(2)
収益
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資本の増加と収益とを,お よび負債 ・資本の減少と費用とを区別することが第
(1)の 資本と利益の区別の課題である。次に,費 用,収 益の下部に破線で示さ
れているように,費 用,収 益を発生主義の立場から期間限定計算を行い,期 間
費用と期間収益とを計算することが第(2)の 利益の期間配分の課題である。
すなわち,今 日,会 計においては自明とされている期間損益計算は,そ れ自
体 自明なものとして会計計算構造を成 しているのではな く,会 計上の判断とい
う要素なしには成立 しえないのである。そしてかかる会計上の判断がどのよう
に行使 されているかは,会 計の基本システムたる資金計算の構造を提示するこ
とにより一層明確にされたのである。
V要 約と今後の課題
本稿は,別 稿において提示 した会計的思考モデルホり,資 金計算構造の特質
を明 らかにしようとした。そして資金計算構造が,実 は,会 計の基本システム
を成 しているのではないかということを指摘し,か かる会計の基本システムた
る資金計算構造より期間損益計算の有する課題を若干考察したのである。
無論,本 稿で提示 した資金計算構造は,会 計的思考モデルより導き出される
一種の理念型としての資金計算構造である。一般に資金 と称されている概念は
正味運転資金をいうことが多い32〕。したがって本稿で提示した会計構造を資金
計算構造と称することには多 くの異存があるであろう。 しかし,今 日,資 金と
称される概念に対 して必ず しも一般に認められた合意が存在せず,ま た本稿で
隔
提示 した会計計算構造を資金計算の一種とみなす ことは許されると思う。
む しろ,従 来め議論が資金計算をもっぱら企業の支払能力に関する問題とし
て把握 し,そ の観点か らのみ資金概念を論じてきたところに問題があるのでは
なかろうか。流動資産といえども資金形態の一部であるし,流 動負債といえど
も資金源泉の一部である。財務分析の立場からはともかく,会 計理論的立場か
ら上記の事実を率直に認め,そ のうえで資金計算の構造を解明しようとしたの
32)Antonは,ア メ リカお よび カ ナ ダに お け る実 務 で は,正 味 運 転 資金 概 念 を用 い て
い る もの が50.5%で あ る こ とを 示 して い る 。Anton〔1962〕,Table7.5,p.83。
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が本 稿の立場で ある。
しか し本稿 は会 計的思考 モデルの形式 的側面か ら資金 計算構 造を検 討 したに
す ぎず,企 業 の経済事象 を資金運動 と して いかに認識 して いるのか とい う実質
的側面 についての検討が残 されて いる。本稿では,所 謂発生主義 と筆者 のいう
資金主義 との関係 という点で問題提起 したがその考察 は今後 の課題で ある。
さ らに,本 稿で は,会 計の基本 システム として 資金計算構造 を提示 したので
あるが,現 実 には,貸 借対照表 と損益計算書が基本的財務諸表 と して提示 され
てい る。 たとえ資金計算書が第3の 財務 表 として提示 され たと して も33),期 間
損益計算中心 の会計情報の補足 的説明手段ない し分析手段 と して考え られてい
る陣 。
しか し,も し本稿で指摘 したよ うに,資 金計算が会計の基本構造 に深 く根 ざ
して い るものであれば,そ れ は現実 の会計 システ ムにおいていかな る位 置を占
め,い かなる役割 を担 い,貸 借対照表 と損益計算書 とい う基本 的財務 諸表 とど
の ように関連 して いるのかが問われ なければな らない。 この問題 は,ま さに,
資産,負 債,資 本,お よび収益,費 用 という会計上の基礎 的諸概念 の意味 およ
び それ らの間 の相互関係を問 う問題 に密接に関係す る。
す なわ ち,資 金計算の実質的側面の考察,お よび会計 の基本 システムか ら会
計上の諸概念の位置づ けを考 察す ることが筆者 に課せ られて いる今後 の課題で
あ る。
33)た とえば染谷教授セよ資金計算書(資 金運用表)を 第3の 財務表として公表すべきこ
とを久 しく主張している。染谷 〔1961〕
またS.Gilmamは すでに1949年,時 系列分析の重要性を論じた論文の中で
「これ 〔資金計算書〕は分析手法ではなく,む しろ財務諸表の一形態である。」 と
のべ,資 金計算書を第3の 財務表とすべ しという主張がみ られる。Giman〔1949〕,
footnote1,P.38.
34)た とえばHeathは 次のようにのべている。「資金計算書を作成するに必要な情
報はふつう精算表のうえに集められ,勘 定に記録されたことはない。… このような
過程が,資 金計算書の目的は独自の有用な別の種類の情報を報告するというより,
貸借対照表と損益計算書の 「基礎的な」情報を説明することである,と いう考えに
貢献 してきたことは明らかである。」Heath〔1978〕,p.100,訳 書,p.125.
また本稿脚注22)参 照。
/本 稿執筆にあたり,本 学教授久野光朗先生より貴重なコメントを賜った。先生には
深く感謝します。なお当然のことなが ら,本 稿の全責任は筆者個人に帰する。
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